
NEC 現代奴隷と人身取引に関する声明文（仮訳） 

 

この現代奴隷と人身取引に関する声明文は、2015 年英国現代奴隷法第 54 条（1）に基づ

き、日本電気株式会社（以下「当社」といいます。）および上記法律の適用範囲内の連結

子会社（NEC Europe Ltd.、NEC (UK) Ltd.、NEC Software Solutions UK Limited および

Netcracker Technology EMEA Limited、ABeam Consulting Ltd.を指し、当社と併せて、

以下「報告会社」といいます。）が作成したものです。 

この声明文は、報告会社のサプライチェーンや事業活動における現代奴隷や人身取引の発

生を防止するために、報告会社が 2026 年 3 月期（以下「2025 年度」1といいます。）に行

った取り組みを概説しています。 

本声明は、2026 年 9 月 30 日付で当社の取締役会にて決議しております。 

 
a) NEC グループの体制、事業およびサプライチェーン 

当社は 1899 年に設立し、本社は日本の東京にあります。 

当社および連結子会社からなる NEC グループの総従業員数は 101,800 名(2026 年 3

月 31 日現在)で、2025 年度の年間売上高は 3 兆 5,827 億円です。NEC グループの事

業の詳細は、会社概要のプロフィールを参照ください。 

NEC グループは、「安全・安心・公平・効率という社会価値を創造し、誰もが人間性を

十分に発揮できる持続可能な社会の実現を目指します」を Purpose(存在意義)として、

IT サービス事業、社会インフラ事業などを推進しています。 

また、NEC グループは、世界中の調達取引先から部品や電子機器、ソフトウェア、保

守やその他ソリューションなどを調達しています。2024 年度の連結調達額の割合は、

日本 67.9％、アジア 12.3％、北米 9.5％、EMEA9.2％、中南米 1.1％となっていま

す。  

 

b) 現代奴隷と人身取引に関する NEC グループの関連方針・規程等 

NEC グループでは、人権の尊重を、「NEC Way」の行動原則「Principles」の 1 つに

位置づけるとともに、NEC グループ行動規範「Code of Conduct」でも、NEC グル

ープの役員から従業員に至るまで、一人ひとりが守るべき規範として明示していま

す。 

加えて、NEC グループは、国際人権章典、国際労働機関（ILO）中核的労働基準、国

連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGPs）、経済協力開発機構（OECD）責任あ

る企業行動に関する多国籍企業行動指針、国連グローバル・コンパクト 10 原則2など

を支持しています。「NEC グループ人権方針」は、有期契約社員・嘱託・パートタイ

マーを含む NEC グループの全役員・全従業員に適用しており、該当地域の国内法令

が国際的に認められた人権と両立できない場合には、国際的な人権の原則を尊重する

 
1 以下、他の年度も同様に表記します。 

2 当社は 2005 年に署名しています。 

https://jpn.nec.com/profile/corp/profile.html
https://jpn.nec.com/sustainability/ja/management/nec.html
https://jpn.nec.com/profile/corp/pdf/necway/nec_code_of_conduct.pdf
https://jpn.nec.com/sustainability/ja/pdf/human_rights.pdf


方法を追求することなどを謳っています。また、NEC グループは、調達取引先、ビジ

ネスパートナー、お客さまにも、「NEC グループ人権方針」のご理解とともに、人権

の尊重に努めていただくよう、働きかけています。さらに、調達取引先に対しては、

「NEC グループ調達基本方針」や「サプライチェーンにおける責任ある企業行動ガイ

ドライン」を周知し、遵守を求めています。 

 

c) NEC グループの事業活動およびサプライチェーンにおける現代奴隷と人身取引に関す

るデュー・ディリジェンス・プロセス 

(1) 推進体制  

 「NEC グループ人権方針」に基づく NEC グループにおける取り組みは、当

社 CEO が統括しています。 

 当社は人権に関連するリスクについて、リスク・コンプライアンス委員会で

定期的に討議を行っています。 

 当社のサステナビリティ推進担当役員（CFO）が、定期的に取締役会に人権

尊重の取り組み状況を報告しています。 

 取締役会はその進捗状況をモニタリングしています。 

 当社を除く報告会社の取り組みの詳細は以下を参照ください。 

- NEC Europe Ltd.および NEC (UK) Ltd.の取り組み

http://uk.nec.com/en_GB/emea/about/policy/modern_slavery_and_hu

man_trafficking_statement.html 

- NEC Software Solutions UK Limited の取り組み 

https://www.necsws.com/modern-slavery-statement/ 

- Netcracker Technology EMEA Limited の取り組み 

https://www.netcracker.com/netcracker-modern-slavery-and-human-

trafficking-statement 

- ABeam Consulting Ltd.の取り組み 

https://www.abeam.com/content/dam/abeam/jp/en/about/sustainabilit

y/social/statement2026.pdf 

 

(2) 人権デュー・ディリジェンス・プロセス  

 当社は、国連「ビジネスと人権に関する指導原則（UNGPs）」に則り、人権デ

ュー・ディリジェンスを推進し、当社の顕著な人権課題を核に、活動目標およ

び KPI の設定や、進捗管理、透明性のある情報開示を行い、適時、取締役会

に報告しています。 

 当社は人権デュー・ディリジェンスの実効性をより高めるべく、人権影響評価

を適宜実施しています。影響評価の履歴は以下を参照ください。 

https://jpn.nec.com/sustainability/ja/social/humanrights.html 

 2021 年度以降は、以下を当社にとっての顕著な人権課題に特定しています。

当社では、人権課題ごとに人権デュー・ディリジェンスに取り組む主管部署を

https://jpn.nec.com/purchasing/renshiki-a2.html
https://jpn.nec.com/purchasing/data/2_sc_csr_guideline_4j.pdf
https://jpn.nec.com/purchasing/data/2_sc_csr_guideline_4j.pdf
http://uk.nec.com/en_GB/emea/about/policy/modern_slavery_and_human_trafficking_statement.html
http://uk.nec.com/en_GB/emea/about/policy/modern_slavery_and_human_trafficking_statement.html
https://www.necsws.com/modern-slavery-statement/
https://www.netcracker.com/netcracker-modern-slavery-and-human-trafficking-statement
https://www.netcracker.com/netcracker-modern-slavery-and-human-trafficking-statement
https://www.abeam.com/content/dam/abeam/jp/en/about/sustainability/social/statement2026.pdf
https://www.abeam.com/content/dam/abeam/jp/en/about/sustainability/social/statement2026.pdf
https://jpn.nec.com/sustainability/ja/social/humanrights.html


設定しています。 

- AI と人権 

- 地政学的情勢や紛争影響をふまえた人権リスク 

- サプライチェーン上の人権 

- 従業員の安全と健康 

 

d) 事業および調達のうち、奴隷および人身取引が行われているリスクがある部分、なら

びに当該リスクの評価および管理のために実施した手順 

 事業 

(1) 従業員の安全と健康に関する推進体制 

従業員の現代奴隷および人身取引の実態は、顕著な人権課題の１つである

「従業員の安全と健康」に対する取り組みの一環で確認しています。1997 年

以降、「人権啓発推進会議」で差別の禁止やハラスメントおよび過重労働の防

止といった人権尊重を目的として、全従業員に対する人権啓発活動及びイン

クルージョン＆ダイバーシティの基本方針に基づく各施策の推進状況の共有

や審議を行っています。 

 

(2) 従業員の人権影響評価 

労働安全衛生に関する管理強化と人権尊重の取り組み実態の確認のため、国

内および海外の孫会社までを対象に、定期的に書面調査を実施しています。

2025 年度は、国内子会社 48 社、海外子会社 49 社に対して書面調査を実施し

ました。調査項目は、電子情報技術産業協会（JEITA）の責任ある企業行動

ガイドラインや Responsible Business Alliance（RBA）行動規範を参照して作

成しています。2025 年度の調査では、調査対象全社において、児童労働や結

社の自由、団体交渉権の有無に関して重大なリスクがないことを確認しまし

た。 

加えて、2025 年度は、BSR によるコーポレートレベルの従業員関連の影響

評価を行い、長時間労働やハラスメントなどの安全と健康に関わるリスクを

特定しました。今後、特定したリスクについてはモニタリングを強化しま

す。 

 

 調達 

(1) サステナブルな調達の推進体制 

当社では、当社の CBXO（チーフビジネスプロセストランスフォーメーショ

ンオフィサー）がサステナブル調達の責任を担い、ビジネスプロセストラン

スフォーメーション部門の調達責任者を議長とする会議体で意思決定を行い

ます。 

また当社は、中南米、欧州、ASEAN の地域統括会社および当社が直轄する主



要な現地法人の調達責任者と年間の活動方針と計画を整合し、定期的な業務

レビューを行いながら、当社で策定した方針・ガイドラインに則り各国の文

化や商習慣にも配慮したサステナブル調達を推進しています。 

NEC グループでは、サステナブル調達を推進するうえで重点的に対処すべき

リスクとして、人権・労働、安全衛生、環境、品質・安全性、情報セキュリ

ティおよび公正取引・倫理の６つを特定しています。2025 年度の施策は以下

(2)から(3)のとおりです。 

 

(2) 宣言書の取得 

NEC グループは、調達取引先に対して、基本契約書の締結や「サプライチェ

ーンにおける責任ある企業行動に関する宣言書」（以下「宣言書」といいま

す。）の取得を通じて、NEC グループの方針の履行・遵守を担保していま

す。また、当社は、2025 中期経営計画において、企業と社会のサステナブル

な成長を支える非財務基盤の強化に向け、「サプライチェーン・サステナビリ

ティ」を ESG 視点の経営優先テーマ「マテリアリティ」に加え、2025 年度

末に調達金額 75％をカバーする調達取引先から宣言書を取得することを目指

して活動を実施しました。2025 年度末までに、国内外で約 14,000 社の調達

取引先から宣言書を取得しました（調達金額の 88％をカバー）。 

 

(3) 調達取引先の人権影響評価と是正措置 

 書類点検 

当社からの要求事項に対する調達取引先の遵守状況や取り組み状況を確

認するため、「サステナブル調達セルフアセスメント」を用いた点検を

実施しています。「サステナブル調達セルフアセスメント」には、「人

権」「安全衛生」「環境」「公正取引」「その他」のほか、外国人技能実習

生の受入状況の詳細や 2 次以降の調達取引先における人権問題への対応

などの確認も含まれています。2025 年度における主な取り組みは次の

とおりです。 

- 回答を依頼した一次調達取引先 734 社のうち 645 社から回答を受領

しました。 

- 「得点率」および「クリティカルポイント3」の評価基準に基づいて

「人権」「安全衛生」「環境」「公正取引」「その他」の点検テーマ単

位に 5 段階（A、B、C、D、Z）で評価し、回答のあったすべての

調達取引先に、点検テーマ別の得点および調達カテゴリごとの平均

 

3 「クリティカルポイント」とは、当社が発行した「サプライチェーンにおける責任ある企業行動ガイド

ライン」や法制度などに照らして、取り組みが未対応の場合に、潜在リスクが存在する可能性があると当

社で特定した設問 



点との比較を示したフィードバックシートを発行しました。 

- 潜在リスクの可能性が見受けられるＺ評価の調達取引先は 7 社でし

た。このうち、人権項目でＺ評価となった調達取引先は 7 社でし

た。Z 評価の調達取引先に対しては、実態を把握し是正指導を行う

などのサプライヤー・エンゲージメントを通じて 2026 年度上期中

の是正完了を目指します。 

- 2024 年度の調査の結果、是正が必要（高リスク）と特定された調

達取引先に対しては、是正指導を行い完了までフォローを行いまし

た。是正計画や是正完了時の報告についても記録に残し、活動改善

につなげています。2024 年度も、強制労働や児童労働に関するリ

スクは特定されませんでした。 

 

 第三者監査および当社による第二者監査 

当社は、「責任ある企業行動のための OECD デュー・ディリジェンス・

ガイダンス」に基づき、リスクベースアプローチによる取り組みを行っ

ています。2025 年度において、以下のプロセスで強制労働や児童労働

に関する不適合事項は発見されませんでした。 

- ステップ１：「UNGPs の実施に係る ICT 部門向けガイド」、国際

労働組合総連合(ITUC)による「地域別人権評価レポートとリスクマ

ップ」等の外部調査結果と NEC グループの調達構造に対する内部

分析結果を踏まえ、ICT セクター、地域および事業特性の観点から

それぞれのリスクについて情報を取集、評価しました。 

- ステップ２：国際 NPO の BSR による人権影響評価の結果を加味

し、優先度の高い事業領域（生産委託など調達取引先の海外工場に

おける製造工程での労働者に対する人権リスク、調達取引先の国内

工場における製造工程での外国人技能実習生に対する人権リスク、

ソフトウェア開発の長時間労働リスク、施工・保守・点検時の労働

安全衛生リスク）を特定しました。  

- ステップ 3：上記リスクに関連する調達取引先をマッピングし、潜

在的影響の性質や範囲を評価した上で、選定した調達取引先（2021

年度から 2025 年度までで 34 社）に対し、外部監査会社による第三

者監査、および当社による第二者監査を実施しました。当該監査を

通じて特定された不適合事項について、国内法およびグローバル基

準の視点から 4 つのカテゴリ(①対応不要事項 ②改善事項 ③改善事

項:優先度高 ④是正事項)で評価した結果を調達取引先へフィードバ

ックし、是正対応を要請しました。2024 年度の監査の結果、高リス

クの是正事項が特定された調達取引先に対して、是正指導を行い、

是正完了までフォローを行いました。 



 

 苦情処理メカニズムの設置と是正措置 

当社は、事業活動による人権への悪影響を低減・防止し、人権尊重への取り組み

の強化をはかるため、人権侵害があった場合に迅速かつ真摯な対応・改善をはか

る救済メカニズムとして、NEC Compliance & Integrity Hotline を設置していま

す。この通報窓口は、NEC グループの従業員のみならず、お取引先も対象にして

おり、匿名での通報が可能です。また、この窓口への通報の事実とその内容につ

いては、対応に従事する関係者により秘密の厳守が保証されます。通報者は、通

報の事実により不利益を受けることは一切ありません。万一、不利益となる対応

が確認された場合は、必要な是正措置が行われます。そして、NEC グループは、

迅速かつ正確な原因究明に基づく適切な対処によって、問題の是正に取り組んで

います。 

加えて、当社は、JEITA や法律家の団体であるビジネスと人権ロイヤーズネット

ワーク(BHRL) の活動により発足した、業界横断のイニシアティブである一般社

団法人ビジネスと人権対話救済機構 (JaCER : Japan Center for Engagement and 

Remedy on Business and Human Rights)にも検討段階より参加しています。 

 

e) NEC グループの事業またはサプライチェーンにおいて現代奴隷および人身取引を防止 

する取り組みの有効性を測る重要指標 

当社では、以下を取り組みの有効性を測る重要指標にしています。 

 NEC Compliance & Integrity Hotline などの相談受付窓口への相談内容および件

数 

 「サステナブル調達セルフアセスメント」および実態調査の結果 

 第三者・第二者監査と是正の進捗状況 

2025 年度は上記指標を踏まえ、以下のとおり人権リスクに対する取り組みの有効性を

評価しました。 

 NEC Compliance & Integrity Hotline などの相談窓口に対して、従業員またはサ

プライヤーから、現代奴隷や人身取引に関する懸念や通報はありませんでした。 

 2025 年度の調査で人権項目につきＺ評価となった調達取引先 7 社について、実態

を把握し是正指導を行うなどのサプライヤー・エンゲージメントを通じて 2026

年度上期中の是正完了を目指します。 

 2024 年度の第三者・第二者監査の結果、高リスクの是正事項が特定された調達取

引先に対して、是正指導を行い、是正完了までフォローを行いました。 

 

f) NEC グループの従業員および調達取引先向けの現代奴隷と人身取引に関する研修 

現代奴隷や人身取引を防止するために、当社は以下の教育を実施しています。 

 従業員向け 

- 当社の全従業員および一部の連結子会社・関係会社の従業員を対象に、 



  「ビジネスと人権」の E ラーニングを毎年実施 

- 当社および連結子会社の調達担当者を対象として、毎年「サステナビリティ 

  調達」の研修を実施 

- 海外の主要な現地法人の従業員を対象に「サステナブル調達」に関する研修 

  を実施 

 調達取引先向け 

- 国際機関や政府、業界団体などにより開催される「ビジネスと人権」に関す 

  るセミナーについて NEC グループの調達取引先向けポータルサイトにて案 

  内 

 

また、当社は BSR 人権分科会のメンバーであり、グローバル・コンパクト・ネットワ

ーク・ジャパンの人権デュー・ディリジェンス分科会およびサプライチェーン分科会

のメンバーです。このような社外の議論の場に積極的に参加することで最新動向・事

例を把握し、自社のグローバルな人権課題への取り組み改善・強化をはかっていま

す。 

 

g) 今後の計画 

当社は、以下の事項について継続して取り組みます。 

 NEC グループの従業員に対する、労働慣行と安全衛生に関するリスクベースア

プローチでのセルフアセスメントプロセスの見直し 

 当社および国内連結子会社の従業員の過重労働対策の強化 

 当社および主要な連結子会社の調達取引先に対するリスクに基づいた書類点検や

監査拡充によるリスク評価・特定の強化と継続的な改善および上流サプライヤー

への対応推進 

 人権デュー・ディリジェンスのプロセスと取り組みに関する透明性の高い情報開

示 
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